
データヘルス計画書（健保組合共通様式） 

【参考事例】 

計画策定日：平成  年  月  日 

最終更新日：平成  年  月  日 

 

＊データヘルス計画書（健保組合共通様式）【参考事例】は、健康保険組合の皆様にデータヘルス計画の策定における手順を具体的にイメージしてもらい、計画策定

を円滑に進めていただくためのものです。これらの計画書を参考にする際には、以下の点についてご留意ください。 
 

（１）事例は、それぞれの健康保険組合の形態や規模、加入者の属性のみでなく、これまで実施してきた取組等を踏まえて作成されていることから、特定の事例の記載内容を一律に模倣 

  するのではなく、各健康保険組合の実情に応じた独自のデータヘルス計画を策定すること 

（２）計画の策定に係る基本的な考え方についての理解を深めるために、｢データヘルス計画の作成の手引き｣等についても併せて参考にすること 

（３）事例はすべての健康保険組合に先行して作成しているため、項目の記載時点は、入力用ツールに記載されている時点とは異なる場合があるが、計画書に記載すべき各記載項目の 

  時点については、「データヘルス計画書（健保組合共通様式）に関する記載要領」等に則って入力すること 

（４）成果（アウトカム）目標および事業量（アウトプット）目標ならびに事業目的の設定については、事例を参考としながら可能なかぎり自組合で評価可能な客観的な指標を用いること 
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組合コード

組合名称

形態 非常勤

被保険者数 （平成26年度3月末現在）

　* 特例退職被保険者を除く。

特例退職被保険者数

加入者数（平成26年度） 339,938名

適用事業所数

対象となる拠点数

保険料率（平成26年度）*調整を含む。

全体 被保険者 被扶養者

特定健康診査実施率（平成25年度） 72.5% 83.8% 43.3%

特定保健指導実施率（平成25年度） 33.1% 32.8% 38.2%

492,609

107,267

191,549

4,261,664

218,529

1,650,144

666,066

7,587,828

7,587,828

100.00
　（注）記載要領参照

34顧問医

0

0

保健師等 25

保健師等 0

常勤

健康保険組合と事業主側の医療専門職

（平成26年4月1日現在）

保

健

事

業

費

予算額（千円）

(平成26年度 )

被保険者一人当たり金額

（円）

37,396

5

健保組合

3,283

8,133

0産業医

事業主

14

1,398ヵ所

89.0‰

1,398ヵ所

特定保健指導事業費

保健指導宣伝費

疾病予防費

体育奨励費

直営保養所費

特定健康診査事業費

その他

529

944

21,003

1,077

27799

202,903名

男性74.2%（平均年齢38.6歳）*

女性25.8%（平均年齢36.5歳）*

0名

東京都情報サービス産業健康保険組合

総合

a/b×100 （%）

小計　…a

2,428

経常支出合計（千円）　…b　

STEP１-１ 基本情報 「全健保組合共通様式」 

0 1 2 3 4

01234

0～4 
5～9 

10～14 
15～19 
20～24 
25～29 
30～34 
35～39 
40～44 
45～49 
50～54 
55～59 
60～64 
65～69 
70～74 

(万人) 

男性（被保険者） 男性（被扶養者） 女性（被保険者） 女性（被扶養者） 

・他業種と比較すると若年層の割合が多く、被保険者のピークは２０代後半から３０代後半であり、平均年齢は若く扶養率も低い 

・周産期年齢が多いこともあり、被扶養者は未就学者の割合が多い 

・総合健保の特徴として、事業所の規模が大小様々であり勤務形態も多様である 

・当組合では、データ解析の結果に加え、「健保の特性」や「事業主の特性」などを十分検討した上で、実効性の高いデータヘルス計画を検討・策定する。 
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8,1 9,1 10,1 11,3 14,1 15,1 16,1 17,0 19 27

資格
対象

事業所
性別 対象者

特

定

健

康

診

査

事

業

1 健康診断

【目的】

・特定健診受診による加入者の健康状況の把

握

・生活習慣病の有病者・予備軍の把握

【概要】

・5種類の健診（A～E健診）プログラムがあり、

加入者の状況に合わせて選択可能。各種オプ

ションがん検診もあり、早期発見・受診に向けた

取り組みを実施

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74 全員 492,609 4

特

定

保

健

指

導

事

業

3 特定保健指導

【目的】

・対象者本人の継続的な行動変容

・生活習慣病の有病者・予備軍の減少

【概要】

・実施計画に基づき特定保健指導を実施。直

営の健診施設（東中野・西新橋）では、当日

保健指導を実施

被保険者

被扶養者
全て 男女 40 ～ 74

基準

該当

者

107,267 2

保

健

指

導

宣

伝

4 情報提供事業

【目的】

・各種健保情報の周知

【概要】

・広報誌（年4回）

・事業主宛リーフレット（年2回）

・事業主宛健診受診率のお知らせ（年2回）

・けんぽNEWS（年12回）

・健康教室（年3回）

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74 全員 191,549 4

7 インフルエンザ

【目的】

・インフルエンザの罹患、重症化予防

【概要】

・予防接種費用補助を実施

　1人当り1500円を補助

被保険者

被扶養者
全て 男女 0 ～ 74 全員 71,415 3

注2)

評価年齢

対象者
事業費

(千円)

健保組合の取組

予算

科目

注1)

事業

分類

事業名 事業の目的および概要

※受診実績

48,169名（前年比+19,934

名）

※罹患実績

4,596名（前年比▲2,051名）

事業所への出張接種の広報強化

組合負担額の引き上げ

振り返り

2013年実施率　33.1%

2013年人数　4,978人

【内訳】

直営機関：68.5％

契約機関：　9.3％

継続的に実施

直営施設の実施率が高い

定期的に実施

2013年受診率　72.5%

2013年人数　74.082人

実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因

委託先での実施率が低い

-

実施機関に限りがある

被扶養者へのアプローチが難しい

加入者のニーズに応じて複数の健

診プログラムを用意。契約施設を有

効的に活用

疾

病

予

防

STEP１-２ 保健事業の実施状況 「全健保組合共通様式」 
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STEP１-２ 保健事業の実施状況 「全健保組合共通様式」 

5 メンタルヘルス

【目的】

・ストレス要因や対処方法の啓蒙

・メンタル疾患の予防・改善

【概要】

・4か所の直営施設（西新橋、渋谷、名古屋、

大阪）で、専門カウンセラーよるメンタル相談を

実施

・対象者別にメンタルヘルスセミナを開催

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74 全員 68,595 3

6 重症化予防

【目的】

・将来の生活習慣病発症および重症化予防

【概要】

・60歳以上の対象者には、訪問指導や冊子・

DMによる受診勧奨・情報提供を実施

被保険者

被扶養者
全て 男女 60 ～ 74 全員 25,000 3

体

育

奨

励

4 健康増進事業

【目的】

・運動や健康イベントによる健康増進

【概要】

・運動施設の運営（直営・契約）

・健康増進イベントの開催

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74 全員 218,529 4

直

営

保

養

所

7 保養所

【目的】

・組合員の親睦保養増進

【概要】

・直営保養施設運営

被保険者

被扶養者
全て 男女 0 ～ 74 全員 1,650,144 4

そ

の

他

7 常備薬

【目的】

・応急対応および軽度治療と健康維持

【概要】

・常備薬の斡旋

・借上げ保養所

・パッケージツアー等の補助金助成

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74 全員 666,066

(

予

算

措

置

な

し

)

継続的に実施

2013年人数　244.301人

継続的に実施

2013年人数　86,008人

直営施設の運営

直営施設の運営

継続的に実施

2013年人数　101,116人
-

専門カウンセラーにより、年間1500

回（延べ）の面談を実施

2013年人数　4.363人

直営施設の運営

2012年度実施結果より約1億円

の医療費・納付金抑制効果を検

証

60歳以上に絞ったこと

-

-

-

全国4か所のみの実施

医療機関への受診が不十分

疾

病

予

防
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STEP１-２ 保健事業の実施状況 「全健保組合共通様式」 

【目的】

・事業主との連携強化

・データヘルス計画の周知

【概要】

・事業主に対しての積極的な情報発信

有

【目的】

・事業主と相互データ連携

【概要】

・事業主による定期健康診断の結果の提供

・当組合での健診結果を事業主に提供

被保険者 男女 18 ～ 39 有

【目的】

・ラインケアへの協力体制の構築

【概要】

・理事会・組合会等の場で予防・保健事業や

データヘルス計画の概要を積極的に説明

被保険者 男女 18 ～ 74 有

【目的】

・「モデル事業所」として連携の実績づくり

【概要】

・保健事業への参加に積極的な事業所を選定

し、「モデル事業所」の先行実施

被保険者 男女 18 ～ 74 有

【目的】

・事業主負担減

【概要】

・Webでできる情報提供や保健指導ツールの提

供

被保険者

被扶養者
男女 18 ～ 74 有

　注１）　１．健康診査 　　２．健康診査後の通知　　３．保健指導　　４．健康教育　　５．健康相談　　６．訪問指導　　７．その他

　注２）　１：３９％以下　　２：４０％以上　　３：６０％以上　　４：８０％以上　　５：１００％以上

事業主への情報発信
事業主向け広報誌にデータヘルス計画への

取り組み内容を記載

共同

実施資格 性別 年齢

対象者

事業主の取組

事業名 事業の目的および概要

- -

課題及び阻害要因

振り返り

成功・推進要因実施状況・時期

- -

Webを使った展開
PCの普及率を鑑み、Webでできる情報提

供や保健指導ツール内容を検討
平成27年度実施（予定） -

ラインケアの協力要請

事業主に「医療費・保険料はコントロールで

きるもの」という意識を醸成するため、理事

会・組合会等の場で予防・保健事業やデー

タヘルス計画の概要を積極的に説明するこ

とから開始

- -

モデル事業所での実績作り

・モデル事業所を選定する際の定義（保健

事業への理解や参加姿勢、人数規模等）

を検討

・事業主に通知している各事業所の健診受

診率状況に併せてデータヘルス計画の周知

や、人工透析導入による生産性の低下のリ

スク説明等を検討

平成27年度実施（予定） -

健診データの連携
対象者に対する明示的な同意取得方法の

検討から開始

当組合では直営施設を有効活用し、健康診断や特定保健指導の受診率・実施率の向上に努めてきた 

加入者へのポピュレーションアプローチとして、情報提供事業や健康増進事業などにも力を入れてきた 

疾病予防事業として、2012年度より重症化予防対策を開始。またメンタル対策にも力を入れており、4か所の直営施設で専門カウンセラーが年間1,500回（延べ）の面談を実施している 
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STEP１-３ 基本分析で現状を把握する ①レセプト（コスト）分析の概要 

1   ：医療費（歯科を除く）の推移をみると、2010年-2011年、2011年-2012年連続して増加している。 

1-1.1-2：医療費（歯科を除く）の増加要因をみると、2010年‐2011年では『本人・男性・入院の循環器系の疾患』『家族・女 

             性・外来の呼吸器系の疾患』の増加率が高い。また、2011年-2012年では『家族・男性・入院の周産期系の疾患』『家 

             族・女性・外来の呼吸器系の疾患』の増加率が高い。 

2   ：2012年の医療費を疾患群別にみると、最も医療費がかかっている疾患群は「呼吸器系の疾患」であり、全体の18.3%を 

     占めている。次いで「新生物」9.4%、「循環器系の疾患」8.2%である。 

各増加要因に応じて重症化予防等の指導や、情報提供等検討する必要がある。 

1.2010-2012年の医療費推移 2.2012年の疾患群別医療費 

総額259,951,422点(増加額の7割)

家族, 

50.3%

本人

49.7%

女性

32.9%

男性

17.4%

女性

14.1%

男性

35.6%

入院

12.7%

外来

20.2%

入院

4.5%

外来

12.9%

入院

5.8%

外来

8.3%

入院

9.4%

外来

26.2%

2010 2011 2010 2011

循環器系の疾患 3.6% 10,266 11,362 95,515,434 108,776,256

内分泌、栄養および代謝疾患 3.2% 8,741 9,651 90,577,225 102,370,227

精神および行動の障害 2.9% 8,541 9,069 82,231,682 93,057,875

呼吸器系の疾患 2.6% 54,202 58,128 122,650,021 132,251,245

消化器系の疾患 2.6% 15,072 16,232 75,222,041 84,811,434

皮膚および皮下組織の疾患 1.9% 17,499 19,304 46,562,641 53,381,713

筋骨格系および結合組織の疾患 1.8% 14,587 15,862 44,092,547 50,795,701

尿路性器系の疾患 1.6% 4,949 5,480 60,506,961 66,471,683

感染症および寄生虫症 1.4% 15,201 15,793 44,603,836 49,615,855

新生物 1.3% 4,508 5,033 47,904,399 52,689,574

循環器系の疾患 4.4% 486 559 61,510,782 77,845,120

新生物 1.8% 555 572 67,597,131 74,291,467

損傷、中毒およびその他の外因の影響 1.4% 382 440 23,401,752 28,636,197

新生物 1.5% 5,354 5,609 28,888,124 34,280,184

新生物 1.8% 389 457 30,984,575 37,686,416

呼吸器系の疾患 4.9% 30,224 32,443 165,438,981 183,279,660

皮膚および皮下組織の疾患 1.3% 13991 15313 34545898 39206450

新生物 1.7% 66 109 10,744,517 17,122,601

呼吸器系の疾患 5.5% 48,604 52,140 190,096,588 210,474,207

皮膚および皮下組織の疾患 1.9% 22,301 24,971 45,545,326 52,424,409

筋骨格系および結合組織の疾患 1.5% 9,244 10,214 43,715,630 49,345,101

循環器系の疾患 1.5% 4,652 5,042 39,728,462 45,201,325

周産期に発生した病態 2.6% 380 472 19,193,732 28,866,943

先天奇形、変形および染色体異常 2.0% 102 108 12635472 19866817

妊娠、分娩および産じょく<褥> 1.9% 1482 1703 45707427 52862087

循環器系の疾患 1.8% 190 196 16161347 22772189

精神および行動の障害 1.3% 112 136 11,210,521 15,876,604

人数（人） 医療費総額（点）増加分に占

める割合

総額181,31,076点(増加額の7割)

家族, 

54.9%

本人

45.1%

女性

33.3%

男性

21.6%

女性

14.2%

男性

30.9%

入院

14.7%

外来

18.5%

入院

12.4%

外来

9.2%

入院

5.3%

外来 8.9%

入院 4.1%

外来

26.8%

2011 2012 2011 2012

呼吸器系の疾患 3.4% 58,128 61,545 132,251,245 141,101,208

消化器系の疾患 2.9% 16,232 17,880 84,811,434 92,313,424

尿路性器系の疾患 2.7% 5,480 5,613 66,471,683 73,414,232

内分泌、栄養および代謝疾患 2.5% 9,651 10,116 102,370,227 108,779,742

循環器系の疾患 2.4% 11,362 12,012 108,776,256 114,949,096

感染症および寄生虫症 2.2% 15,793 18,833 49,615,855 55,233,569

神経系の疾患 1.8% 4,540 4,791 34,696,543 39,204,866

新生物 1.7% 5,033 5,340 52,689,574 57,063,589

筋骨格系および結合組織の疾患 1.5% 15,862 16,598 50,795,701 54,542,187

眼および付属器の疾患 1.4% 28,945 30,046 41,250,224 44,843,890

皮膚および皮下組織の疾患 1.3% 19,304 20,459 53,381,713 56,765,831

呼吸器系の疾患 1.7% 24,766 25,650 57,843,086 62,150,417

尿路性器系の疾患 1.5% 8,793 9,063 26,799,632 30,601,145

消化器系の疾患 1.1% 7,786 8,415 25,901,182 28,830,253

妊娠、分娩および産じょく<褥> 2.1% 818 933 23,844,200 29,241,165

皮膚および皮下組織の疾患 1.4% 15,313 16,335 39,206,450 42,673,845

周産期に発生した病態 3.9% 494 460 25,529,840 35,463,496

先天奇形、変形および染色体異常 3.0% 155 163 21,217,172 28,852,544

消化器系の疾患 1.2% 148 175 6,722,688 9,759,743

呼吸器系の疾患 3.4% 52,140 53,527 210,474,207 219,242,043

新生物 2.3% 6,747 7,228 53,244,644 59,249,057

眼および付属器の疾患 1.7% 28,580 30,271 39,174,827 43,605,164

筋骨格系および結合組織の疾患 1.7% 10,214 10,740 49,345,101 53,609,733

皮膚および皮下組織の疾患 1.6% 24,971 26,347 52,424,409 56,570,340

未コード化傷病名 2.8% 421 402 12,397,780 19,611,742

筋骨格系および結合組織の疾患 2.3% 181 235 18,530,122 24,345,461

新生物 1.9% 542 618 55,670,750 60,540,727

呼吸器系の疾患 1.3% 459 468 15,027,846 18,426,787

循環器系の疾患 1.3% 196 259 22,772,189 26,153,663

損傷、中毒およびその他の外因の影響 1.3% 249 277 12,908,936 16,124,805

人数（人） 医療費総額（点）増加分に占

める割合

疾患群名はICD10大分類(主病名を採用）を使用。 
医療費の総額は、医科・DPCレセプトに調剤レセプトを突合した金額を使用(突合率：2011年度で98.1％、2012年度で98.4％) 

各年の増加分内訳 

1-1.2010年-2011年医療費増加分の内訳 1-2.2011年-2012年医療費増加分の内訳 
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27799 - 東京都情報サービス産業健康保険組合

STEP１-４ 基本分析で現状を把握する ①レセプト（コスト）分析の概要 

3     ：2010年-2012年の生活習慣関連疾患の医療費推移をみると、2010年-2011年、2011年-2012年連続して増加している。 

3-1、3-2：2010年-2012年の生活習慣関連疾患の医療費の増加要因をみると、2010年‐2011年では『本人・男性・外来の高血圧 

      症』『本人・男性・入院の虚血性心疾患』の増加率が高い。また、2011年-2012年では『本人・男性・外来の腎不全』 

      『本人・男性・外来の高血圧症』の増加率が高い。 

4    ：2012年の生活習慣関連疾患の医療費は、全体の12.4%（歯科を除く）を占めている。年代別にみると、50歳台で約 

      150百万点と最も多い。各年代において生活習慣関連疾患の医療費が占める割合をみると、30歳台では6.4%程度であ 

      るものの、40歳台では16.6%、60歳台では32.6%と40歳台以降の割合が高くなっている。 

各増加要因に応じて重症化予防等の指導や、情報提供等検討する必要がある。 

 

3.2010-2012年の生活習慣関連医療費推移 4.2012年の生活習慣関連医療費 

374.1 

426.5 
451.5 

0

100

200

300

400

500

2010 2011 2012

生活習慣関連疾患分の医療費の推移
（百万点）

+14% 
+6% 

0%
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40%

50%

0
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0-
9
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-1
9

20
-2
9

30
-3
9

40
-4
9

50
-5
9

60
-6
9

70
-7
9

年齢階級

生活習慣関連にかかる医療費 その他

虚血性心疾患

脂質異常症

腎不全

糖尿病

高血圧症

年齢内での構

成比

( 百万点)

家族

25.4%

本人, 

74.6%

女性, 

18.8%

男性, 

6.6%

女性

男性

64.6%

入院 8.3%

外来

10.5%

入院 1.2%

外来 5.4%

入院 4.2%

外来 5.8%

入院

21.7%

外来, 

42.9%
2010 2011 2010 2011

高血圧症 15.9% 5,910 6,652 63,184,794 72,379,687

糖尿病 10.0% 3,218 3,526 47,377,294 53,149,574

脂質異常症 6.1% 3,397 3,773 24,212,073 27,724,752

腎不全 6.0% 244 263 44,358,802 47,830,875

虚血性心疾患 13.4% 158 178 16,086,366 23,878,215

腎不全 3.2% 40 51 4,088,923 5,961,976

脳出血 3.0% 28 30 7,615,860 9,365,942

高血圧症 2.6% 836 923 8,363,423 9,876,904

腎不全 2.5% 25 32 2,599,919 4,034,698

高血圧症 6.1% 2,367 2,585 27,877,697 31,432,733

脳出血 2.1% 11 16 3,627,847 4,871,962

増加分に占
める割合

人数（人） 医療費総額（点）

総額41,114,320点(増加額の7割) 総額28,473,997点(増加額の7割)

家族

27.3%

本人, 

72.7%

女性

16.7%

男性

10.6%

女性

11.8%

男性

60.9%

入院

9.7%

外来

7.0%

入院 5.9%

外来 4.7%
入院 2.8%

外来 9.0%

入院 15.7%

外来 45.2%

2011 2012 2011 2012

腎不全 15.6% 263 274 47,830,875 54,006,118

高血圧症 11.7% 6,652 7,084 72,379,687 77,010,944

糖尿病 8.0% 3,526 3,690 53,149,574 56,308,972

脂質異常症 4.4% 3,773 3,921 27,724,752 29,483,960

痛風（高尿酸血症） 2.6% 2,322 2,410 10,671,889 11,697,461

大動脈疾患 8.4% 14 12 3,531,851 6,854,530

糖尿病 2.7% 86 93 3,528,492 4,601,367

腎不全 3.0% 47 62 2,806,767 3,993,627

脳出血 2.4% 7 7 1,133,882 2,064,722

腎不全 3.0% 32 38 4,034,698 5,212,187

脳梗塞 3.4% 5 10 471,279 1,818,541

大動脈疾患 3.9% 3 4 690,675 2,230,910

虚血性心疾患 2.9% 22 27 1,786,840 2,931,919

人数（人） 医療費総額（点）増加分に占

める割合

3-1.2010年-2011年医療費増加分の内訳 3-2.2011年-2012年医療費増加分の内訳 

各年の増加分内訳 
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27799 - 東京都情報サービス産業健康保険組合

STEP１-５ 基本分析で現状を把握する ②健診（リスク）分析の概要 

1.疾患系リスクで高緊急度レベルのリスクを有する人は、血糖で1,965名、血圧658名、脂質902名である。このうち、一年間に一 

 度も受診していない人については、早期の受診が必要と考えられる。 

2.尿蛋白異常があり、血糖・血圧で受診勧奨レベル以上のリスクを有する人は237名である。これらの人は人工透析導入のリスクが 

 高いため、早期の精密検査・受診が必要と考えられる。 

 ⇒今年度内に糖尿病腎症予防事業として対応する。 

尿蛋白異常と受診勧奨以上の重複の分布 

血糖 

高緊急度 

血糖 

受診勧奨 

名 名 

名 

血圧 受診勧奨 94 109 

15 血圧 高緊急度 名 19 

1.疾患系リスク（血糖・血圧・脂質）の分布 2.生活習慣系リスク（肥満・喫煙）の分布 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

a b c d e f g h i j k l m n o p q r s t u v w x

事業所ごとの肥満率と予想肥満率

男性 女性 予想肥満率 肥満率

(人数) （肥満率)

0%

10%

20%

30%

40%

50%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

a b c d e f g h i j k l m n o p q r s t u v w x

事業所ごとの喫煙率と予想喫煙率、全国喫煙率

男性 女性 喫煙率 全国男性平均喫煙率 予想喫煙率

(人数) (喫煙率)

疾患系リスクの分布 

 

 

 名 名 名 名       

高緊急度 受診勧奨 保健指導 未受診 

40,442 3,557 1,965 731 

名       名 名 名 20,365 13,186 658 366 

名 名 名 名       29,516 6,364 902 715 

血糖 

 

血圧 

 

脂質 
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27799 - 東京都情報サービス産業健康保険組合

STEP1-６ 基本分析で現状を把握する ②健診（リスク）分析の概要 

a 

(男性3,575名、女性613名) 

b 

(男性2,414名、女性423名) 

c 

(男性1,225名、女性1,570名) 

d 

(男性1,764名、女性298名) 

e 

(男性1,510名、女性507名) 

f 

(男性1,395名、女性568名) 

g 

(男性1,402名、女性185名) 

h 

(男性736名、女性845名) 

-10.0% -5.0% 0.0% 5.0% 10.0%

喫煙

肥満

血糖

血圧

脂質

肝機能

予想値との乖離率

-10.0% -5.0% 0.0% 5.0% 10.0%

喫煙

肥満

血糖

血圧

脂質

肝機能

予想値との乖離率

-10.0% -5.0% 0.0% 5.0% 10.0%

喫煙

肥満

血糖

血圧

脂質

肝機能

予想値との乖離率

-10.0% -5.0% 0.0% 5.0% 10.0%

喫煙

肥満

血糖

血圧

脂質

肝機能

予想値との乖離率

-10.0% -5.0% 0.0% 5.0% 10.0%

喫煙

肥満

血糖

血圧

脂質

肝機能

予想値との乖離率

-10.0% -5.0% 0.0% 5.0% 10.0%

喫煙

肥満

血糖

血圧

脂質

肝機能

予想値との乖離率

-10.0% -5.0% 0.0% 5.0% 10.0%

喫煙

肥満

血糖

血圧

脂質

肝機能

予想値との乖離率

-10.0% -5.0% 0.0% 5.0% 10.0%

喫煙

肥満

血糖

血圧

脂質

肝機能

予想値との乖離率

3.事業所別のメタボリスクの状況 

3.事業所ごとの性･年齢分布を考慮し予想値を算出。各項目でリスク保有者割合が予想値を上回る場合を「より不良」(赤色棒グラ 

 フ)、下回る場合を「より良好」(青色棒グラフ)とした。人数総計で上位8事業所までを示した(乖離率が10％を超える場合は10％ 

 と表記した)。 

 ⇒ これら上位の事業所には、勤務体系等も考慮しながらリスクを減少させる施策を検討する必要がある。 
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基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 

STEP２ 健康課題の抽出 「全健保組合共通様式」 
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27799 - 東京都情報サービス産業健康保険組合

基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 

STEP２ 健康課題の抽出 「全健保組合共通様式」 

特徴 対策検討時に留意すべき点 

基
本
情
報 

保
健
事
業
の
実
施
状
況 

①直営の健診施設を運営しており、35歳以上の対象者に対して保

健スタッフが日々保健指導等を通して接している。よって、これらの直

営施設のメリットを十分に活かしたデータヘルス計画を策定する。 

②事業所の規模が大小様々である。勤務形態や業務も多様なため

特徴を捉えた計画が必要。 

③年齢別の一人当たり医療費では、60歳台、70歳台の金額が高

くなっており、50歳台から60歳台では1.34倍の伸びとなっている。 

平成24年度より、医療費抑制策の一環として、60歳以上を対象と

した生活習慣病重症化予防事業を実施している。本事業ではレセ

プト・健診データ解析を継続的に実施し、効果も認められており、継

続的に実施したいと考えている。 

 

①直営の健診（検診）施設を活用し、健診や保健指導等を効率良く行うことが重

要 

②事業所に対する啓蒙活動等の実施が必要。 

③前期高齢者への医療費削減策の実施を継続することが必要。 

データ分析のサイクルを継続しながら、直営の施設では対応が難しい部分を切り分けし、

外部委託を行いながら計画的に進めることが必要。 
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資格
対象

事業所
性別 対象者 平成27年度 平成28年度 平成29年度 アウトプット アウトカム

9,0 9,0 9,0 9,0 9,0 9,0 9,1 10,0 7 11 15

そ

の

他

4
既

存
セミナー・教室

【目的】

各種セミナーを階層別に開催し健康への意

識向上による職場環境の整備

【概要】

・メンタルヘルスセミナー

（経営層、管理職、人事・労務・健康管理

担当者向け）

・ラインケアセミナー

・健康管理委員向けの健康教室（年3回）

被保険者 全て 男女 18 ～ 24 全員 1 通年実施
事業効果に応じて事業のプ

ログラムの見直しを毎年実施
同左

・メンタルヘルスセミナー

　開催回数：4回／年

・ラインケアセミナー

　開催回数：12回／年

・健康管理委員向け

　健康教室：3回／年

定員に対する参加率向上

（80％以上）

13,0 13,0 13,1 14,0 14,0 14,0 14,0 14,0

保

健

指

導

宣

伝

4
既

存
情報提供事業

【目的】

・加入者自ら健康（リスクや病気等）の重

要性を認識

・健保の取り組む施策（データヘルス計画

等）の周知

【概要】

・広報誌（年4回）

・事業主宛リーフレット（年2回）

・事業主宛健診受診率のお知らせ（年2

回）

・けんぽNEWS（年12回）

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74 全員 1

広報誌（年4回）、事業主宛

リーフレット（年2回）、事業主宛

健診受診率のお知らせ（年2

回）、けんぽNEWS（年12回）

事業評価を行い、企画の見

直しを毎年実施
同左

・全加入事業所（1400社の

90％）に機関誌・リーフレット

等を配布

－

17,1 18,1 19,0 19,5 24,1 25,0 25,1 26,0

特

定

健

康

診

査

事

業

1

既

存

(

法

定

)

健康診断

【目的】

・特定健診受診による加入者の健康状況の

把握

・生活習慣病の有病者・予備軍の把握

【概要】

5種類の健診（A～E健診）プログラムを準

備しており、加入者のニーズに合わせて提供。

各種オプションのがん検診も用意しており、早

期発見・受診に向けた取り組みを実施

また、受診勧奨ＤＭ（メール及び葉書）

被保険者 全て 男女 18 ～ 74 全員 1 通年実施

健診受診率の向上、内容の

充実に向けてプログラムの見

直しを毎年実施

同左

≪全体受診率向上≫

組合員26万人の90％に案

内

受診率71.1%を目標

【平成25年度実績】

受診率68.5％

18万6117名

（被保険者+被扶養者）

全体受診率71.1%の維持

特

定

保

健

指

導

事

業

3
既

存
特定保健指導

【目的】

・対象者本人の継続的な行動変容

・生活習慣病の有病者・予備軍の減少

【概要】

実施計画に基づき特定保健指導を実施

被保険者

被扶養者
全て 男女 40 ～ 74 全員 1 通年実施

実施率向上に向けた取り組

みを毎年検討
同左

実施率45.0％

【平成25年度実績】

実施率33.1％（4,978

人）

直営機関68.5％

契約機関　9.3％

契約健診機関での実施率

向上（27％）

7
既

存
インフルエンザ

【目的】

インフルエンザの罹患や重症化予防

【概要】

希望者に対し予防接種費用補助を実施

1人当り1500円を補助

被保険者

被扶養者
全て 男女 0 ～ 74 全員 1

希望者に対し予防接種費用補助

を実施

1人当り1500円を補助

事業周知の広報強化

事業効果に応じて拡大を検

討。毎年見直しを実施
同左

インフルエンザ予防接種者

（55,000人）

【25年度実績】

48,169名（14.3%）

インフルエンザ予防接種率

向上（16％）

疾

病

予

防

職場環境の整備

年齢

個別の事業

加入者への意識づけ

目標（達成時期　：　平成29年度末）
予算

科目
事業名 事業の目的および概要

注２)

実施

主体

対象者 実施計画注１)

事業

分類

STEP３ 保健事業の実施計画 「全健保組合共通様式」 
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資格
対象

事業所
性別 対象者 平成27年度 平成28年度 平成29年度 アウトプット アウトカム年齢

目標（達成時期　：　平成29年度末）
予算

科目
事業名 事業の目的および概要

注２)

実施

主体

対象者 実施計画注１)

事業

分類

STEP３ 保健事業の実施計画 「全健保組合共通様式」 

5
既

存
メンタルヘルス

【目的】

メンタル疾患の改善、予防

【概要】

・４箇所の直営施設（西新橋、渋谷、名古

屋、大阪）によるメンタル相談を実施

・専門カウンセラーを配置し、年間1,500回

(延べ）の面談を実施

・メール相談、電話相談、セルフコントロールセ

ミナー、メンタルセルフチェック等を実施

被保険者

被扶養者
全て 男女 18 ～ 74 全員 1 通年実施

事業効果に応じて事業のプ

ログラムの見直しを毎年実施
同左

・面接相談・電話相談・メール

相談事業周知の広報強化

各種の有効的な活用によりメ

ンタル疾患による傷病手当

金を抑制

6
新

規
人工透析導入予防

【目的】

慢性腎臓病の早期発見、治療による重症化

予防

【概要】

直営健診施設の保健師による介入を実施

効果検証後拡大検討

被保険者

被扶養者
全て 男女 35 ～ 74 全員 1 通年実施

リスク改善・受診有無などを

評価し、毎年対象者を選定
同左

直営で健診を受診した人の中

で人工透析予防の対象になっ

た人のうち90％に介入

施策実施者リスク状況の現

状維持

6
既

存
生活習慣病重症化予防

【目的】

将来の生活習慣病の発症や重症化予防

【概要】

直営健診施設の保健師による介入を実施。

特に非肥満で高血圧対象者から優先的に

介入

60歳以上の対象者には、訪問指導や冊子・

DMによる受診勧奨を実施

被保険者

被扶養者
全て 男女 35 ～ 74 全員 1 通年実施

リスク改善・受診有無などを

評価し、毎年対象者を選定
同左

35歳－60歳未満：900名

60歳以上の対象者

施策実施者のリスク保有率

低減

4
新

規
禁煙対策事業

【目的】

喫煙による健康被害（がん等）の防止

【概要】

禁煙セミナーなどによる情報提供

事業所に対して喫煙環境の整備（喫煙室

の削減推奨など）に関する情報提供

被保険者

被扶養者
全て 男女 20 ～ 74 全員 3 通年実施

喫煙率を評価し、毎年対象

者を選定

事業所への情報提供を継続

的に実施

同左
全事業所への情報提供およ

び啓もう活動

・全世代での喫煙率の低減

※40歳以上は問診票にて

確認

・喫煙機会の削減

体

育

奨

励

4
既

存
健康増進事業

【目的】

運動や健康イベントによる健康増進

【概要】

運動施設の運営（直営・契約）

健康増進イベントの開催

Webを用いた健康増進事業を検討

被保険者

被扶養者
全て 男女 0 ～ 74 全員 1 通年実施

事業評価を行い、企画の見

直しを毎年実施
同左

直営運動施設における健康イ

ベント開催による利用促進

（延べ48,135名）

直営運動施設利用率

向上（10％）

そ

の

他

7
既

存
その他

【目的】

福利厚生施設としての、親睦保養

【概要】

保養施設、常備薬斡旋など

被保険者

被扶養者
全て 男女 0 ～ 74 全員 1 現行継続

事業評価を行い、企画の見

直しを毎年実施
同左

保養施設利用促進

（延べ139,435名）

保養施設利用率向上

（5%）

　注１）　１．健康診査 　　２．健康診査後の通知　　３．保健指導　　４．健康教育　　５．健康相談　　６．訪問指導　　７．その他

　注２）　１．健保組合　　２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用　　３．健保組合と事業主との共同事業

疾

病

予

防
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